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「鳥取県運動部活動の在り方に関する方針」（案）について 

 

平成３０年１１月２２日 

体 育 保 健 課 

 

１ 方針策定の趣旨 

 運動部活動は、生徒の健全な育成を図るための意義ある活動として、運動部活動の責任者の指導の下、 

学校教育活動の一環として行われている。 

 しかし、少子化の進展、勝利至上主義による過度な活動、教職員の長時間勤務等、様々な問題が浮き彫 

りとなっている。 

このような中、平成３０年３月スポーツ庁が「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」を 

策定し、都道府県はこのガイドラインに則り、「運動部活動の在り方に関する方針」（以下、「方針」と呼 

ぶ。）を策定することが求められた。 

以上のことから、県内各学校における運動部活動の明日への第一歩として、本方針を策定した。 

 

２ 方針作成上の留意点 

①スポーツ庁が策定したガイドラインに則ること。 

②生徒の健康。（教職員の健康にも配慮。） 

③本県のスポーツ振興・発展。 

 

３ 方針の概要 

※下線部分は、国のガイドラインに則り、鳥取県の運動部活動の実態等を踏まえた鳥取県独自の内容 

＜適切な運営のための体制整備＞  

・市町（学校組合）教育委員会や学校法人等の学校の設置者は、県の方針を参考に「設置する学校に係 

 る運動部活動の方針」を策定する。 

・校長は、学校の設置者の「設置する学校に係る運動部活動の方針」に則り、「学校の運動部活動に係 

る活動方針」を策定し、以降適宜見直し・更新をしていく。 

 なお、活動方針の策定に当たっては、部活動は生徒の自主的、自発的な参加により行われることに鑑 

み、生徒の意見等を踏まえるなど、生徒の実態に応じて策定することが望ましい。 

・運動部顧問は、年間活動計画並びに毎月の活動計画及び活動実績を作成し、校長に提出する。 

・校長は、年度当初に教職員間で活動方針等の共通理解を図るため、部活動顧問会議等を開催するとと 

もに、部活動を正しく理解してもらうため、学校全体または部活動毎に部活動の運営方針等を保護者 

に説明する。 

＜合理的でかつ効率的・効果的な活動の推進のための取組＞  

・校長及び運動部顧問は、生徒の心身の健康管理、事故防止及び体罰・ハラスメントの根絶を徹底する。 

・運動部顧問は、競技種目の特性等を踏まえた科学的トレーニングの積極的な導入等により、休養を適 

 切にとりつつ、短時間で効果が得られる指導を行う。 

＜適切な休養日等の設定＞ 

・中学校・・・学期中は週当たり２日以上の部活動休養日を設けること（平日は少なくとも１日、土  

曜日及び日曜日（以下「週末」という。）は少なくとも１日以上を休養日とする。週末 

に大会参加等で活動した場合は、部活動休養日を他の日に振り替えること。）。 

１日の活動時間は、長くとも平日では２時間程度、学校の休業日（学期中の週末を含む） 

は３時間程度とし、できるだけ短時間に、合理的でかつ効率的・効果的な活動を行うこ 

と（暑い時間帯を避けるため朝練習を行う場合の時間も含む）。 

・高等学校・・・原則として、週末のいずれかを含む週１日以上の部活動休養日を設けること（週末に 

大会参加等で活動した場合は、部活動休養日を他の日に振り替えること。）。 

原則として、１日の活動時間は、長くとも平日では３時間程度、学校の休業日（学期中 
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の週末を含む）は４時間程度とし、できるだけ短時間に、合理的でかつ効率的・効果的 

な活動を行うよう努めること（暑い時間帯を避けるため朝練習を行う場合の時間も含 

む）。 

・ただし、上記は中学校及び高等学校段階の活動日及び活動時間の遵守すべき基準等を定めたものであ 

るため、管理職及び部活動顧問は生徒の体調管理を最優先に考え、場合によっては活動時間を短縮し 

たり活動日を減らしたりするなど、必要な手立てを講じること。 

また、管理職は、部活動顧問の部活動以外の業務も含めた時間外勤務が過度なものとならないよう学 

校全体として適切な指導体制を構築し、適宜是正を行うこと。 

・運動部活動では、熱中症事故防止や安全の確保のため、「スポーツ活動中の熱中症予防ガイドブック 

（公益財団法人日本体育協会）」で示されている「熱中症予防運動指針」を参考に、猛暑の中での活

動は控えるなど適切な対応をとるよう努めること。 

＜生徒のニーズを踏まえたスポーツ環境の整備＞ 

・県、県教育委員会、学校の設置者及び校長は、単一の学校では特定の競技の運動部を設けることがで 

きない場合には、複数校の生徒が拠点校の運動部活動に参加する等、合同部活動等の取組を推進する。 

・県、県教育委員会、学校の設置者及び校長は、生徒のスポーツ環境の充実の観点から、学校や地域の 

実態に応じて、地域のスポーツ団体との連携、保護者の理解と協力、民間事業者の活用等による、学 

校と地域が協働・融合した形での地域のスポーツ環境の充実を推進する。 

・校長は、部活動が学校教育活動において教育的効果をもたらすものであることを踏まえつつ、生徒の 

自主的、自発的な参加により行われるものであることに鑑み、部活動への加入は原則として、生徒が 

自由に選択できるようにする。 

＜学校単位で参加する大会等の見直し＞ 

・県中体連、県高体連、県高野連及び学校の設置者は、学校が参加する大会・試合の全体像を把握し、 

週末等に開催される大会・試合参加が生徒や顧問の過度な負担とならないよう、大会等の統廃合等を 

主催者に要請するとともに、各学校の運動部が参加する大会数の上限の目安等を定める。 

・各学校の運動部が参加する大会数の上限は以下を目安とする。 

  各学校の運動部が参加する大会は、原則として学校体育団体の主催若しくは共催する大会とする。 

  それ以外の大会への参加については、本方針の趣旨を踏まえ、生徒の教育上の意義や、生徒や顧問 

の負担が過度とならないことを考慮して、実態に応じて各学校において定めることとする。 

 

４ 期待される効果 

 ・生徒にとって、知・徳・体のバランスのとれた心身の成長と、豊かな学校生活を送ることができる。 

 ・教職員にとって、長時間勤務の是正や負担軽減を図ることができる。 

 ・部活動にとって、合理的でかつ効率的・効果的な活動につながり、教育的効果を高めることができる。 

 

５ 今後の予定 

平成３０年１１月：１１月定例教育委員会で報告後、知事部局で決裁を取り、続いて教育長決裁を取っ 
た上で施行。 
常任委員会（２９日）で報告。 

平成３０年１２月～平成３１年３月： 
・市町（学校組合）教育委員会や学校法人等の学校の設置者は、「設置する学校に 

 係る運動部活動の方針」を策定。 

・校長は、「学校の運動部活動に係る活動方針」を策定。 

平成３１年４月：運用開始 

・運動部顧問は、４月中に年間の活動計画を作成。 


























































